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スウェーデン

• 人口９００万人

• 国土は日本の１．２倍

• ２００年間の平和

• ９５年にEU加盟

• ７０ エコ自治体 （全体４分の
１）

Stockholm

ストックホルム

Göteborg

ヨーテボリ

Malmö マルメ























バランス

環境、社会、経済



一世代以内に （２５年）一世代以内に （２５年間）



環境政策目標 １6

１）人間にとって安全な範囲内

の気候変動

２）清浄な大気

３）自然界レベルの大地や水源

の酸性化

４）毒物のない環境

５）紫外線の影響をおさえる

能力をもつオゾン層

６）安全な放射能被爆環境

７）富栄養化の解消

８）多様性豊かな湖と河川

９）良質な地下水

１０）バランスのとれた海洋環境、

多様性豊かな海浜と群島

１１）生態系が豊かな湿地帯

１２）多様性豊かな森林

１３）生産力・生物的多様性・文化的

多様性の豊かな農耕地

１４）雄大な山岳環境

１５）人の健康と環境を守る都市計画

１６）動植物が豊な生態系

２０２０年までに達成
（気候変動は２０５０年まで）



環境法典
（The Environmental Code)

１５の環境関連法 統合



第1章 環境法典の目的とその適用範囲

第1条 この法典の目的は、私たちと私たちの未来の

世代が健康的で良い環境で生活できることを保証する
ための持続可能な開発を促進することである。そのよ
うな開発は、自然は保護する価値のあるものであり、
自然に影響を与え利用するといった私たち人間の権利
が、天然資源の賢明な管理に対する責任をともなうと
いう認識に基づいている。



１９９０年に対して２００６年までに

温暖化ガスを９％削減

同時に４４％の経済成長

スウェーデンの温暖化対策実績

出典：スウェーデン環境省

０７年１２年１２日プレスレリース



出典：スウェーデンエネルギー庁

部門別の石油依存度（全体は約３割）

運輸

農，林、漁

建設

発電

工業、地域暖房、

住宅、サービス



再生可能な資源



バイオ燃料

一次エネルギー供給の約１９％
（２００７年）

１２０自治体が暖房に使用

出典：スウェーデンエネルギー庁



電力
９０％ 水力／原発
１０％ その他



出典：SOM-Institutet ヨーテボリ大学

新規建設希望

１８％（2007年）

原発の世論

廃止希望

意見なし

既存原発の出力拡大
または新規建設希望



ごみ？
• ペットボトル、缶

• 容器包装 （紙、プラス
チック、金属、ガラス）

• 新聞、雑誌

• 段ボール

• 生ゴミ

• 木材

• 枝、草

• 電気電子機器

• 電池

• 家畜糞尿

• 家庭の下水

• 蛍光灯

• 電球

• タイヤ

• 車

• ……….?

• 薬

• 有害廃棄物



スウェーデンのごみ事情

エネルギー回収を含めると
再利用は

９６％

処理方法

35% 材料としてリサイクル

13% 生物的処理

48% 焼却、エネルギー回収

3% 埋め立て

1% 有害廃棄物の特別処理

出典：http://www.sopor.nu

http://www.sopor.nu


缶

０．５SEK=約７円











生ゴミのおかげで走る
バイオガスバス























飲み水



「ブラウン
トラウト」

だそうです。



出典：スウェーデン水道局Stockholm Vatten



出典：スウェーデン水道局Stockholm Vatten



第２章 配慮に関する一般規定

第１条 この法典による実施許可、許可、認可、免除の
審理、審査及び補償に関連する事項を除く場合の条件審
理、審査並びに監督の場合には、事業を遂行する、措置
をとる、それらしようとする者は、この章に示される責
務が遵守されていることを示さなければならない。この
責務は、環境に損傷、妨害を与えたと思われる事業を遂
行した者にも適用される。
この章で使われる「措置」とは、個別の事例で無視で

きない重要性を有する措置をいう。

（スウェーデン環境法典）

事業者の立証責任



第２章 配慮に関する一般規定

第２条 事業を遂行する、措置をとるもしくは、それら
をしようとする者は、事業や措置の性質と規模から判断
して、人の健康と環境を損害や妨害から守るために必要
な知識を取得しなければならない。

（スウェーデン環境法典）

学習・調査義務











ミニ地球











スウェーデン自然保護協会
会員１８万人 人口の２％

日本なら。。。。

２６５万人の環境保護団体



次世代の生活はどうなる？



www.netjoy.ne.jp/~lena

VZQ11450@nifty.ne.jp


